
令和　　　年　　　　月　　　　日　提出

年 月 日

被扶養者になった場合は「該当」、被扶養者でなくなった場合は「非該当」を○で囲んでください。

※被扶養者の「該当」と「非該当」は同時に提出できません。「該当」、「非該当」はそれぞれ別の用紙で提出してください。

上記のとおり　（　認定 　・　削除 　）  しましたのでご通知いたします　 ダイハツ健康保険組合理事長

個人番号

この処分に不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算 して３か月以内に文書又は口頭で社会保険審査官（地方厚生（支）局内）に対し て審査請求をすることができます。また、審査請求の決定に不服があるときは、 再審査請

求又は処分の取消しの訴えを提起することができます。 再審査請求は、審査官の決定書の謄本が送付された日の翌日から起算して２ か月以内に文書又は口頭で社会保険審査会（厚生労働省内）に対して行うことが でき、処分の取消しの訴え

は、審査請求の決定があったことを知った日から６か 月以内（再審査請求があったときは、その裁決があったことを知った日から６か 月以内）に、健康保険組合を被告として提起することができます。（ただし、原 則として、決定又は裁決の日から１

年を経過したときは、提起することができな くなります。） なお、審査請求があった日から２か月を経過しても決定がないときや、処分の 執行等による著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他正当な理 由があるときは、審査請求の決

定を経なくても再審査請求又は処分の取消しの 訴えを提起することができます。

マイナ保険証を
持っていない□

□
マイナ保険証を
持っていない

□
マイナ保険証を
持っていない

資格確認書
発行要否

被保険者の配偶者が被扶養者ではないとき（例：
夫婦共働きの場合）は記入してください。

配偶者の年収見込額
万円　

　扶養に関する申立書（添付書類の内容について補足する事項がある場合に記入してください）

月 日

理由
1.死亡　　　 　4.後期高齢者
2.就職　　　 　5.その他（　　　　　　　　）
3.収入増加

備考

理由
1.出生　　　4.同居
2.離職　　　5.入社
3.収入減　 6.その他（　　　　　　）

失業給付手続日　（求職日）

月　 　　日  

被扶養者で

なくなった日
令和

年

日

職業
1.無職　　　　　 4.小・中学生以下
2.パート　　　 　5.高・大学生（　　年生）
3.年金受給者  6.その他（　　　　　　　）

年収

年 月

万円

1.留学　　　　　3.特定活動　　　5.その他 （　 　　　　　　　）
2.同行家族　　4.海外婚姻等

理由
1.国内転入（令和　　年　　月　　日）
2.その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

被扶養者に

なった日
令和

年 月

住所

〒　　　－

1.同居
2.別居

海外居住者又は海外

から国内に転入した場

合は右欄を記入してく

ださい。

海外特例
要件

理由

備考
資格確認書
発行要否

被扶養者で

なくなった日
令和

年 月

被
扶
養
者
欄
３

氏名

（フリガナ）

日

性別 男 ・ 女 続柄

（氏） （名）
生年
月日

昭・平・令

被
扶
養
者
欄
２

年収
万円

理由
1.出生　　　4.同居
2.離職　　　5.入社
3.収入減　 6.その他（　　　　　　）

失業給付手続日　（求職日）

月　 　　日  

理由
1.国内転入（令和　　年　　月　　日）
2.その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

被扶養者に

なった日
令和

年 月 日

職業
1.無職　　　　　 4.小・中学生以下
2.パート　　　 　5.高・大学生（　　年生）
3.年金受給者  6.その他（　　　　　　　）

男 ・ 女 続柄

住所

〒　　　－

1.同居
2.別居

海外居住者又は海外

から国内に転入した場

合は右欄を記入してく

ださい。

海外特例
要件

理由
1.留学　　　　　3.特定活動　　　5.その他 （　 　　　　　　　）
2.同行家族　　4.海外婚姻等

年 月 日

性別
氏名

（フリガナ） 個人番号

日

理由
1.死亡　　　 　4.後期高齢者
2.就職　　　 　5.その他（　　　　　　　　）
3.収入増加

（氏） （名）
生年
月日

昭・平・令

資格確認書
発行要否

失業給付手続日　（求職日）

月　 　　日  

被扶養者で

なくなった日
令和

年 月

職業
1.無職　　　　　 4.小・中学生以下
2.パート　　　 　5.高・大学生（　　年生）
3.年金受給者  6.その他（　　　　　　　）

年収
万円

理由
1.出生　　　4.同居
2.離職　　　5.入社
3.収入減　 6.その他（　　　　　　）

個人番号

続柄

住所

〒　　　－

1.同居
2.別居

海外居住者又は海外

から国内に転入した場

合は右欄を記入してく

ださい。

海外特例
要件

理由
1.留学　　　　　3.特定活動　　　5.その他 （　 　　　　　　　）
2.同行家族　　4.海外婚姻等

理由

月 日

性別 男 ・ 女

（氏） （名）
生年
月日

昭・平・令

年

1.国内転入（令和　　年　　月　　日）
2.その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

所属

（建物名・ﾌﾛｱ：　　　　　　　　　　　　　）

住所

〒　　　－
（氏） （名）

被
扶
養
者
欄
１

氏名

（フリガナ）

日

理由
1.死亡　　　 　4.後期高齢者
2.就職　　　 　5.その他（　　　　　　　　）
3.収入増加

備考

被扶養者に

なった日
令和

年 月 日

（裏面あり）

健康保険 被扶養者 異動届　及び　決定通知書

事
業
主
氏
名
印

受付日付印

（事業主等受付日）　　　　　年　　　　月　　　　日

性別 男・女
連絡先
（外線）

連絡先
（内線）

被
保
険
者
欄

被保険者
記号・番号

記号 番号 生年
月日

昭・平・令

氏名

（フリガナ）

該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

非該当

該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

海外特例要件

該当

海外特例要件

非該当

□ この届出については、①又は②の要件を満たしたものである。

①申請者本人（被保険者）が作成したものである。

②記載内容については誤りがないか申請者本人が確認している。

非該当

該当

非該当

該当

常務理事 事務長 係健
保

決
裁

欄



記入方法

〇被保険者欄

・ 被保険者記号番号： 「資格情報のお知らせ」または「資格確認書に」記載の記号・番号をご記入ください。

・ 氏名 ： 住民票に登録されているものと同じ氏名を記入してください。

・ 住所 ： 住民票の住所をご記入ください。

〇被扶養者欄

・ 氏名 ： 住民票に登録されているものと同じ氏名を記入してください。

・ 続柄 ： 被保険者との続柄を夫、妻、長男、長女、父、母等と記入してください。

・ 個人番号 ： 本人確認を行った上で、個人番号をご記入ください。
・ 住所 被保険者と同居または別居のいずれかを〇で囲み、同居の場合は住所記入は不要です。別居の場合は住所欄に住民票

の住所をご記入ください。なお海外居住者については、国内における協力者住所（親族、被保険者の勤務先住所等）を肩書

も含めてご記入の上、「備考欄」に海外居住先の国名ならびに国内協力者の氏名及び続柄をご記入ください。

・ 被扶養者になった日： 被保険者の健康保険加入と同時に提出する場合は「取得年月日」と同日、それ以外の場合は実際に被扶養者になった日

をご記入ください。

・ 年収 ： 今後１年間の年間収入見込額をご記入ください。収入には非課税対象のもの（障害・遺族年金、失業給付等）も含みます。

非課税対象の収入がある場合は、受取金額が確認できる書類のコピーを添付の上、「備考」欄に具体的な内容をご記入

ください。

・ 被扶養者でなくなった日： 死亡による場合は死亡日の翌日をそれ以外の場合は非該当になった当日の日付をご記入ください。

・ 海外特例要件： 海外特例要件該当・非該当のいずれかを〇で囲み、理由をご記入ください。海外特例要件非該当で国内転入の場合は

転入した日をご記入ください。
・ 配偶者の年収見込額： 配偶者以外を被扶養者とする場合で、被保険者の配偶者が被扶養者でないときは配偶者の年間収入見込額をご記入く

ださい。これは配偶者以外の方について、被保険者と配偶者のどちらの被扶養者に認定するのが適正なのかを確認する

ためです。

・状況に応じて必要書類が必要となる場合があります。

・状況に応じて別途書類の提出を求める場合があります。

【扶養増員手続】   被扶養者認定に必要な提出書類一覧

16 16 16 16
歳
未
満

歳
以
上

歳
未
満

歳
以
上

〇 △ △ 〇 〇 〇 〇
健康保険資格喪失証明書（国⺠健康保
険の場合は保険証のコピー）

健康保険組合等の関係機関 「出生」「夫婦共同扶養の子の扶養者変更」の場合は不要

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 住⺠票 市区町村 世帯全員、続柄の記載があるもで、発行から90日以内のもの

別居している方 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ⼾籍個⼈事項証明書 市区町村 被保険者との続柄が確認できるもの

〇 〇 〇 〇 〇 認定対象者の（非）課税証明書 1月1日に居住の市区町村 収入・所得金額の記載があるもの。昼間学生の方は不要

未加入 〇 〇 〇 〇 〇 退職証明書 前勤務先 健康保険資格喪失証明書に退職日の記載がある場合は省略可

受給申請する場合 〇 〇 〇 〇 〇 退職証明書 前勤務先 異動届に求職日を必ず記入ください。
退職証明書、離職票1・2のコピー 前勤務先 健康保険資格喪失証明書に退職日の記載がある場合は省略可
雇用保険不受給誓約書 ダイハツ健保ＨＰ
退職証明書、離職票1・2のコピー 前勤務先 健康保険資格喪失証明書に退職日の記載がある場合は省略可
雇用保険受給延⻑誓約書 ダイハツ健保ＨＰ

受給終了した場合 〇 〇 〇 〇 〇 雇用保険受給資格者証の両面コピー ハローワーク ハローワークにて支給終了等の証明があるもの
直近３カ月の給与明細書コピー
雇用契約書のコピー または 年間収
入見込証明書

〇 〇 〇 〇 〇 直近の振込通知書のコピー 日本年金機構

〇 〇 〇 〇 〇 各給付等の振込通知書のコピー 健康保険組合等の関係機関

〇 〇 〇 学生証 または 在学証明書のコピー 就学先
課税証明書 1月1日に居住の市区町村
廃業届のコピー 税務署

△ 〇 〇 〇
送金証明書のコピー（直近３カ月の銀
行振込明細書等）

金融機関
子で就学のために別居している場合は不要。手渡し等による
送金は不可

「結婚」が異動理由の方 〇 婚姻届受理証明書 市区町村

「養子縁組」が異動理由の方 〇 〇 養子縁組届受理証明書 市区町村

【扶養減員手続】 ※下記以外の事由による減員手続きについては添付書類は不要です。被扶養者異動届に該当者の保険証（または資格確認書）を添えて提出ください。
扶養削除日

新資格の取得日

新資格の取得日

受給開始日
死亡日の翌日

備考

変更先の手続きを先に行ってください

受給開始日と日額が記載されたもの

書類の入手先
新加入健保等

新加入健保等

ハローワーク
医療機関等

添付書類
「資格情報のお知らせ」等のコピー

「資格情報のお知らせ」等のコピー

雇用保険受給資格者証（両面）のコピー
死亡診断書のコピー

理由
勤務先の健保に加入
扶養者変更
（夫婦共同扶養の子）
雇用保険受給開始
死亡

備 考

認定対象者の続柄

認定対象者の状況等

子
配
偶
者

父
⺟

兄弟姉妹 配
偶
者
の
父
⺟

続柄等を証明するもの

生
計
維
持
関
係
を
証
明
す
る
も
の

直近または現在加入の健康保険を証明するもの

添付書類 書類の入手先

〇 〇 〇

収入がない方

雇
用
保
険

退
職
に
よ
り

収
入
が
な
い
方

受給申請しない場合

受給延⻑する場合

〇

年金を受給している方

給付金等を受給している方

学生の方

別居している方

給与収入のある方（パート・アルバイト等） 〇 〇

自営業を廃業した方 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇 勤務先
扶養をはじめた日から向こう先一年間の年収を推定できるも
の（いずれかひとつ）

〇 〇

〇 〇


